









































































































































































































































































































































































































1，000万円～1億円　10022．9137．9161．975．6205．9 236．7 271．7 295．9 311．0
1，000万円未満　10011乳111乞0140．5142．3160．0188．8195．8209．9208．2








































































































































































































































































































2　　未　　満 2．29 2．30 2．40 2．227　2．032．21 2．14
2　～　　5 2．172．01 2．05 2．112．03　2．192．122．05 1．99
5　～　　10 1．98 1．99 1．882．002．03　2．142．08 1．98
10　～　　50 1．83 1．70 1．81 1．80 1．78　1．831．88 1．82｝1…
50　～　100 1．65 1．64 1．72 1．79 1．68　1．741．78L77
100～1，000 1．47 1．39 1．49 1．531．56　1．61．65 1．60 1．53
1，000　以上 1．33 1．19 1．261．241．23　1．371．45 1．441．39b
























　　　　　年　度?@目 　64下 1上73下 175182
売　　　上　　　高 100 100 100 100 100 100
売上高原価率 85．3 85．7 86．9 87．9 89．4 88．7
売上高販管費率 8．3 ＆2 乳6 7．0 乳5 Z7
売上高営業外差損率 2．6 2．6 1．8 2．2 2．1 1．4
売上高純金利負担率 2．3 2．3 L6 L4 2．2 1．5
売上高人件費率 7．9 7．9 7．7 Z1 7．8 6．7


















































ベ　　　ス　　　ト 12 1　・一ス・ 12
①　医　薬　品 12．30 ①　砂　　　　　糖 △8．32
②　家　　　　電 10．29 ②　アルミ精錬圧延 △4．07
③　自　動　車 7．63 ③　海　　　　　運 △1．47
④精密機械 7．35 ④　総　合　化学 △0．75
⑤　ビ　ー　ル 乳07 ⑤　普　　通　　鋼 0．76
⑥　ガ　　　　ス α75 ⑥　有　機　化　学 0．94
⑦　通信電子機器 α65 ⑦　非　鉄　精　錬 0．97
⑧　金属製品 6．49 ⑧　無　機化　学 1．04
⑨　サービス 6．24 ⑨綿　　　　紡 1．08
⑩　ガ　ラ　ス a76 ⑩　造　　　　船 1．25
⑪総合電機 5．33 ⑪　卸　　　　売 1．28






























@　　　　（％） 0．5 3．5 4．02．4 2．0△0．1△1．3 L7 0．7
（製造業）
@（％） 0．6 47 5．0 3．4 2．50．1△1．7 1．5 0．3
人　件　費（全産業）
@　　　　（％） 11．6 16．1 13．3 20．1 19．6 12．211．4 4．82＆9
（製造業）
@（％） 13．3 17．2 19．420．620．1 12．210．424．529．0
従業員1人当（全産業）り人件費（1000円） 862 9821，121，306 1，528 1，699906 2，371，020
（製造業）
i1000円）787 9001，026 1，189，3871，5361，7112，134 2，730
囎　　　鞭1 75176 17717817gl・・1 81［ 82
従業員数（全産業）
@　　　　（％） △1．5 △3．6△2．8 △3．0 △L5 0．3 0．7 0．5
（製造業）
@（％） △1．8 △42 △3．3 △3．7△1．7 0．5 1．0 0．7
人　件　費（全産業）
@　　　　（％） 49 3．3 3．0 3．2 6．5 α9 7．5 4L9
（製造業）
@（％） 3．2 a1 7．4 2．2 a7 乞2 7．8 50
従業員1人当（全産業）り人件費（1000円）
3，1813，5443，948 4，198 4，5634，9175，254 5，498
（製造業）






従業員1人当り付加価値　（全産業） 409 461 575 673676 795　　853
額（労働生産性）
（製造業） 342 383 491 556 535 643　　690
（万円）
従業員1人当り有形固定　（全産業） 466 733 809 891　994資産（労働装備率）
（製造業） 508 551 608 668　　733
（万円）
従業員1人当り売上高　　（全産業） 2，100 2，4073，2364，032 4，1134，7004，980
（製造業） 1，2801，433 1，840 2，271 2，3262，7182，965
（万円）
従業員1人当り経常利益　（全産業） 58 74 107 8041 94　　105
（製造業） 48 65 109 75 24 80　　86
項目　　　　年度1 7817980i・・ 182 1（82／・・）
（万円）
従業員1人当り付加価値　（全産業） 9001，0231，212 1，237 1，264（3．09）
額（労働生産性）
（製造業） 740 877 9771，0011，025（3．00）
（万円） 82／73
従業員1人当り有形固定　（全産業） 1，107 1，2311，3401，4331，531 （3．29）
資産（労働装備率） 82／73
（製造業） 785 827 871919 975 （1．92）
（万円）
従業員1人当り売上高　　（全産業） 5，1996，506 7，6448，197 8，287（3．95）
（製造業） 3，1633，8084，4204，6834，766（3．72）
（万円）
従業員1人当り経常利益　（全産業） 124 155 217 180 178 （3．07）











































人件費対　（産） 8．03乳82 7．89 7．727．818．147．97 7．37．53
売上高比率　（製） 10．95 1G．691G．8710．82 11．32 12．08G11．66 12．09
金融費用対　（産） 3．75 3．403．393．273．43 3．73 3．453．133．53
売上高比率　（製） 4．66416 4144．05432生81 4．43 4．014．61
減価償却費対　（産） 3．783．60 3．43 3．283．24 3．39 3．28 2．5724
売上高比率　（製） 4．854564．44 4．444．584944504．08 3．65
損益分岐点（産） 85．385．1 85．785．086．1 89．7 88．5 85．891．0
（製） 85．3 84．0 84．784．085．1 90．388．683．990．5
??75176177178 79 ・・1 81［ 82
人件費対　（産） 7．78 7．58乳98 8．12 7．07 6．47 6．45 6．68
売上高比率　（製） 工2．28 11．8312．1012．00 10．94 10．17 10．26 10．56
金融費用対　（産） 3．82 3．583．31 2．94 2．76 3．09 2．91 2．79
売上高比率　（製） 5．09 4．674123．50 3．363．52 3．64 3．32
減価償却費対　（産） 2．34 2．202．21 2．36 2．11 2．05 2．14 2．28
売上高比率　（製） a793．41 3323．42 3．20 2．97 3．16 3．32
　　　　　　（産）損益分岐点 95．4 90．9 90．7 89．9 89．0 86．7 89．5 89．8
















設備投資　（産） 3．1 5L819．321．3 18．0 3．2△7．8 30．2 12．6
伸　び　率　（製） 1．6 80．2 19．3 20．6 18．8△7．3△16．432．827．0
減価償却費　（産） 0．1 8．6 13．611．3 17．4 16．5 12．9 10．16．1
伸　び　率　（製） 6．4 12．214421．3 18．4 13．47．8 9．011．3
棚卸資産　（産） 3．8 24．815．423．1 23．2 7．8 11．744233．7
伸　び　率　（製） 7．0 24．0 14．9 20．7 24．34．3 1．7 42．1 42．5
（産） 1．31 1．45 1．331．43 1．49L561．48 1．58 1．67
在庫率（月）（製） 2．062．12 2．082．07 2．242．222．042．26 2．58
??
75 7617717817gl・・1 81182
設備投資　（産） △16．7 3．6 0．2 19．145 17．5 8．8 0．6
伸　び　率　（製） △21．1 △8．9△6．1 △生1 18．8 26．0 17．2 0．1
減価償却費　（産） 5．8 6．1 3．4 ＆3 9．2 13．2 12．97．9
伸　び　率　（製） 5．4 2．4 2．3 6．3 9．67．1 13．8 7．5
棚卸資産　（産） 2．1 1．8 △3．1 △3．5 21．7 16．9 6．2 0．2
伸　び　率　（製） 2．7 1．7 △2．5 △7．0 21．3 20．5 a2△0．6
（産） 1．69 1．551．46 1．391．38 1．38 1．36 1．35




項目 給 与 福利厚生費 ?? 計 10億円以上に対ｷる比率（％）
　　　　　　年度区分 7gl8118279國82 7gl811827gl81182
2　　未　　満 197208 21516　1515 213 223 23050．6 46．8 46．7
2　～5 183228 22818　1719 201 245 24747．751．5 50．1
5　～10 195245 24521　2322 216 268 26751．3 56．3 54．2
10～50 207 25025825　2727 232 277 28555．1 58．257．8
50～100243 28728233　3435 276 321 31765．6 67．464．3
100～1，000289 32433745　4749 334 371 38679．377．978．3
1，000以上357 40241664　7477 421476 493100．0100．0 100．0
平　　　　均 224 270 27928　3234 252 30231359．963．463．5
　（出所）　大蔵省前掲誌より作成，区分は資本金（単位千万円）。
なように82年度において資本金200万円未満の会社の労働者1人当りの年間給
　（731）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　危機の10年と企業収益構造の変貌　　47
与は230万円であった。それは資本金10億円以上の大企業の労働者の給与493万
円に対して46．7％にすぎない。同じく500万円未満の資本層の労働者の給与も
247万円で50．1％にすぎない。第18表をみれぽ，いかに整然と格差がつけられ
ているかが明らかとなる⑤。
5　資本蓄積の強化と矛盾の深化
　最後に「ショック」後の大企業で，いっそう「ショック」前より，資本蓄積
が強化されている点を明らかにしておかなけれぽならない。
　自己資本比率は長期にわたった低下し続けてきた。これが製造業では76年度
の18．4％，全産業では77年度の16．5％でもって下げ止まり，その後は徐々に回
復し，82年度において全産業では19．1％，製造業においては24．1％にまで回復
している　（第19表参照）。
　もちろん自己資本には，利益の内部留保以外に増資資金の流入もあった。株
式の時価発行増資は企業にとってきわめて有益な資金の獲得方法である。大企
業は大手の証券業者との結託のもとで株価のつり上げを行い，その上時価発行
増資を強行し，多額のプレミアムを稼いだのである。その結果ほとんどがこの
プレミアムで占められる資本準備金が著しく増加している。
　第20表によれば留保利益は73年度の6兆円から15兆にも増加し，総資本に占
める比率も9．6％となっている。それは，「石油ショック」後の低成長期を利用
して，大会社が巨額の利潤を企業内に留保したことをはっきりと示すものであ
る。さらに資本準備金が1兆2，650億円から5兆6，800億円と4．5倍も増加して
いるのも，大企業が証券資本と結託して実施した金融的術策の結果として注目
表19大企業の資本の充実 （単位：％）
［731・4t　75レ6レ717817gl・・i811・・
自己資本比率
　（全産業）
（製造業）
17．4
21．1
16．8
19．9
15．9
18．5
15．7
18．4
16．5
19．3
17．3
20．4
16．7　　17．9
20．6　21．8
18．4
22．7
19．1
24．1
（出所）　日銀「主要企業経営分析」より。
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表20資本の構成 （単位：10億円）
｝　73年度　【　83年度
資　　本　　金
走{準備金
ｯ　保　利　益
走{合計
5，740　（6．9）
P，265　（1．5）
U，025　（7．3）
P3，031　（15．8）
9，658　（5．9）
T，680　（3．5）
P5，805　（9．6）
R1，142　（19．1）
（出所）　日銀，前掲書より作成，（）は総資本に対する構成比（％）。
しておかなければならないのである（6｝。
　矛盾の深化
　以上大企業の石油ショック後の取益構造の変化について述べた。いま大企業
は国際的あるいは国内の競争の激化の中で生じた利潤率の低下を，これまで述
べた諸方策をもって，懸命に回避する努力を重ね，一応は成功しているかにみ
える。しかし大企業のこの成功は，その内実において矛盾をいっそう深化せし
めているのである。
　それは第一に中小企業との矛盾の激化として示されている。中小企業の倒産
は，「ショック前」には平均687件であったのに対し，「ショック」後は1，349
件も毎月発生しており，さらに83年9月以降は景気が回復しつつあるといわれ
る中でも1，700件～1，800件規模で倒産が多発しているのである（7｝。
　倒産までいかない企業でも，とくに下請企業群の中には親会社による納入価
格の相次ぐ切り下げのために，経営意欲を失う者も続出している。仕事を与え
ているという強圧的な出方に対する怨嵯の声も強まっているのである。
　第二に大企業内部における事業部制および，子会社，関連会社の広汎な利用
とそれぞれの経営単位ごとの独立採算制の採用は，大会社内部における社員間
の対立を生み出している。さらに，常用工，臨時工，パート，出向者など，多
面的な雇用条件でやとわれている労働者間の矛盾と反目が潜在している。
　第三に，こうした多面的な雇用条件の下で，しかも利潤優先で行われるきび
しい管理は，そこで働く労働者の勤労意欲を低下させるばかりでなく，ますま
すその生活を貧困化させている。ギャンブル，飲酒，「サラ金」依存（8）などの退
（733） 危機の10年と企業収益構造の変貌　　49
廃現象や，親子の断絶や家庭の崩壊現象もひろがっている。
　第四に，依然としてくり広げられる輸出中心の経済成長は，海外諸国との経
済摩擦を増大させている。
などである。
（1）日銀「主要企業経営分析」所収の売上高前期比増減率の9年間の単純平均。ただし，66年度以
　前は上・下2期を含めた単純平均である。
②　石油ショック以前の大企業の高成長については，山口　孝「危機への巨大企業と政府の対応」
　（講座r今日の資本主義』大月書店，3巻所取）100～123頁参照。
㈲　会計的術策については，山口　孝「独占資本の金融的，会計的術策」，r経済』（新日本出版社），
　1974年4月号参照。
（4｝総資本経常利益率の上昇，低落の原因分析は，これを売上高経常利益率と総資本回転率に分解
　して行う。すなわち，
　　総資本経常利益率＝売上高経常利益率×総資本回転率
　　　　　　　ll　　　　　　　　　　II　　　　　　　［1
　　　講1難本×1・・一（　響醤益×1・・）・期講総毒
　であり，例えば82年度の1，000万円未満の層は，総資本経常利益率1．8＝売上高経常利益率0．9×
　総資本回転率1．99で構成されている。
⑤　石油ショック後の大企業の減量政策については，山口　孝「危機への巨大企業と政府の対応」
　123頁以下参照。
⑥　最近の大企業の内部留保の実態とその批判的検討は，次の論文でなされている。
　（1）国公労連「大企業の巨大な内部留保の実態」r国公労連調査時報』83年12月号。
　（2）山口孝「大企業の大もうけと蓄積」，月刊r労働運動』（新日本出版社）84年2月号。
（7）東京商工リサーチ「興信特報」昭和58年12月度より。
⑧　サラ金経営の分析については山口孝「サラ金経営を徹底分析する一成長率鈍化で噴き出す問
　題点」142頁～153頁（毎日新聞刊「エコノミスト」臨時増刊59年3月19日号「特集ザ　マネー」）
　参照。
